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令和元年（２０１９年）９月１１日 

子 ど も 文 教 委 員 会 資 料 

子ども教育部保育園・幼稚園課 

 

（第７３号議案） 

 

中野区保育所保育料等の徴収等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条 （略） 第１条 （略） 

 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 削除 

 ⑴ 教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て

支援法（平成２４年法律第６５号）第２０条第

４項に規定する教育・保育給付認定子どもをい

う。 

 

 ⑵ 保護者等 子ども・子育て支援法第２０条第

４項に規定する教育・保育給付認定保護者又は

扶養義務者（法第５６条第２項の規定による法

第５１条第４号又は第５号に規定する費用の徴

収については、本人又はその扶養義務者）をい

う。 

 

 ⑶ 保育標準時間認定 子ども・子育て支援法施

行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第４条

第１項に規定する１月当たり平均２７５時間ま

で（１日当たり１１時間までに限る。）の区分

に係る保育必要量の認定をいう。 

 

 ⑷ 保育短時間認定 子ども・子育て支援法施行

規則第４条第１項に規定する１月当たり平均２

００時間まで（１日当たり８時間までに限る。）

の区分に係る保育必要量の認定をいう。 

 

 ⑸ 所得割課税額 地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２９２条第１項第２号に規定する

所得割の額によって課する市町村民税（特別区

民税を含む。以下単に「市町村民税」という。）

であって同法の規定によって計算された所得割

の額を基準として規則で定めるところにより計

算した額をいう。 

 

（費用の徴収） （費用の徴収） 

第３条 区長は、保育所における保育を利用する教

育・保育給付認定子どもの保護者等から当該保育

に係る費用を徴収する。 

第３条 区長は、保育所における保育を利用する子

ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第２０条第４項に規定する支給認定子ども（以下
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単に「支給認定子ども」という。）の同項に規定

する支給認定保護者又は扶養義務者（法第５６条

第２項の規定による法第５１条第４号又は第５

号に規定する費用の徴収については、本人又はそ

の扶養義務者。以下「保護者等」と総称する。）

から当該保育に係る費用を徴収する。 

２ 区長は、中野区保育所（中野区保育所条例第３

条第３項に規定する指定管理者が管理する保育

所を除く。）において延長保育（保育標準時間認

定を受けた者にあっては１日につき１１時間を

超えて行う保育をいい、保育短時間認定を受けた

者にあっては午前７時１５分から午前９時１５

分まで及び午後５時１５分以後において行う保

育をいう。以下同じ。）を利用する教育・保育給

付認定子どもの保護者等から当該延長保育に係

る費用を徴収する。 

２ 区長は、中野区保育所（中野区保育所条例第３

条第３項に規定する指定管理者が管理する保育

所を除く。）において延長保育（子ども・子育て

支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）

第４条第１項に規定する１月当たり平均２７５

時間まで（１日当たり１１時間までに限る。）の

区分に係る保育必要量の認定（以下「保育標準時

間認定」という。）を受けた者にあっては１日に

つき１１時間を超えて行う保育をいい、同項に規

定する１月当たり平均２００時間まで（１日当た

り８時間までに限る。）の区分に係る保育必要量

の認定（以下「保育短時間認定」という。）を受

けた者にあっては午前７時１５分から午前９時

１５分まで及び午後５時１５分以後において行

う保育をいう。以下同じ。）を利用する支給認定

子どもの保護者等から当該延長保育に係る費用

を徴収する。 

（保育料の額） （保育料の額） 

第４条 前条第１項の規定により徴収する費用（以

下「保育料」という。）の額は、次項に規定する

教育・保育給付認定子どもに係る保育料を除き、

保育標準時間認定を受けた者にあっては別表第

１に定める額とし、保育短時間認定を受けた者に

あっては別表第２に定める額とする。 

第４条 前条第１項の規定により徴収する費用（以

下「保育料」という。）の額は、保育標準時間認

定を受けた者にあっては別表第１に定める額と

し、保育短時間認定を受けた者にあっては別表第

２に定める額とする。 

２ ３歳以上の教育・保育給付認定子ども（満３歳

に達する日以後の最初の３月３１日までの間に

ある者を除く。）に係る保育料は、無料とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、生計を一にする世帯

（別表第１に定めるＡ階層、Ｂ階層、Ｃ１階層か

らＣ６階層まで及びＣ７階層のうち現年度分の

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２

条第１項第２号に規定する所得割の額によって

課する市町村民税（特別区民税を含む。以下同

じ。）であって同法の規定によって計算された所

得割の額を基準として規則で定めるところによ

り計算した額（以下「所得割課税額」という。）

が５７，７００円未満に属する世帯並びに別表第

２に定めるＡ階層、Ｂ階層、Ｃ１階層からＣ６階

層まで及びＣ７階層のうち現年度分の所得割課
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税額が５７，７００円未満に属する世帯を除く。）

において、保育所その他区長が別に定める施設又

は事業を利用している児童が２人以上いる場合

であって、当該世帯の当該児童のうちの最年長の

児童を除いた児童（以下「対象児童」という。）

に支給認定子どもがいるときの当該支給認定子

どもに係る保育料の額は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 対象児童のうちの最年長の児童 前項の規

定により定められた保育料に次に掲げる世帯

の区分に応じ、次に定める割合を乗じて得た額 

 ア 別表第１に定めるＣ７階層のうち現年度

分の所得割課税額が５７，７００円以上に属

する世帯及びＣ８階層からＣ１５階層まで

に属する世帯並びに別表第２に定めるＣ７

階層のうち現年度分の所得割課税額が５７，

７００円以上に属する世帯及びＣ８階層か

らＣ１５階層までに属する世帯 １００分

の５０ 

 イ 別表第１に定めるＣ１６階層からＣ２０

階層までに属する世帯及び別表第２に定め

るＣ１６階層からＣ２０階層までに属する

世帯 １００分の６０ 

 ウ 別表第１に定めるＣ２１階層からＣ３０

階層までに属する世帯及び別表第２に定め

るＣ２１階層からＣ３０階層までに属する

世帯 １００分の７０ 

 ⑵ 前号に掲げる区分に該当する児童以外の児

童 無料 

３ 第１項の規定にかかわらず、生計を一にする世

帯において、教育・保育給付認定子どもより年長

の特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行令

（平成２６年政令第２１３号。以下「施行令」と

いう。）第１４条に規定する特定被監護者等をい

う。以下同じ。）がいるときの当該教育・保育給

付認定子どもに係る保育料の額は、次に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、別表第１に定める

Ｃ１階層からＣ６階層まで及びＣ７階層のうち

現年度分の所得割課税額が５７，７００円未満に

属する世帯並びに別表第２に定めるＣ１階層か

らＣ６階層まで及びＣ７階層のうち現年度分の

所得割課税額が５７，７００円未満に属する世帯

において、支給認定子どもより年長の特定被監護

者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年

政令第２１３号。以下「施行令」という。）第１

４条の２第１項に規定する特定被監護者等をい

う。以下同じ。）がいるときの当該支給認定子ど

もに係る保育料の額は、次に掲げる区分に応じ、
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当該各号に定める額とする。 

⑴ 教育・保育給付認定子どもより年長の特定被

監護者等が１人の場合 第１項の規定により

定められた保育料に１００分の５０を乗じて

得た額 

⑴ 支給認定子どもより年長の特定被監護者等

が１人の場合 第１項の規定により定められ

た保育料に１００分の５０を乗じて得た額 

⑵ 教育・保育給付認定子どもより年長の特定被

監護者等が２人以上の場合 無料 

⑵ 支給認定子どもより年長の特定被監護者等

が２人以上の場合 無料 

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、別表第１

に定めるＣ１階層からＣ７階層までに属する世

帯及び別表第２に定めるＣ１階層からＣ７階層

までに属する世帯のうち、生計を一にする要保護

者等（施行令第４条第２項第６号に規定する要保

護者等をいう。）がいる世帯及び児童扶養手当法

（昭和３６年法律第２３８号）第６条の規定によ

り児童扶養手当の支給の認定を受けている保護

者等のうち、婚姻によらず母又は父となった保護

者等で現に婚姻をしていないもの（婚姻をしたこ

とがある保護者等を除く。）に係る世帯における

教育・保育給付認定子どもに係る保育料の額は、

次に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。 

４ 前３項の規定にかかわらず、別表第１に定める

Ｃ１階層からＣ７階層までに属する世帯及び別

表第２に定めるＣ１階層からＣ７階層までに属

する世帯のうち、生計を一にする要保護者等（施

行令第４条第４項に規定する要保護者等をい

う。）がいる世帯及び児童扶養手当法（昭和３６

年法律第２３８号）第６条の規定により児童扶養

手当の支給の認定を受けている保護者等のうち、

婚姻によらず母又は父となった保護者等で現に

婚姻をしていないもの（婚姻をしたことがある保

護者等を除く。）に係る世帯における支給認定子

どもに係る保育料の額は、次に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 教育・保育給付認定子どもより年長の特定被

監護者等がいない場合 第１項の規定により

定められた保育料に１００分の５０を乗じて

得た額 

⑴ 支給認定子どもより年長の特定被監護者等

がいない場合 第１項の規定により定められ

た保育料に１００分の５０を乗じて得た額 

⑵ 教育・保育給付認定子どもより年長の特定被

監護者等がいる場合 無料 

⑵ 支給認定子どもより年長の特定被監護者等

がいる場合 無料 

５ 第３項における教育・保育給付認定子どもが最

年長であり、かつ、２人以上いる場合、前項第１

号における教育・保育給付認定子どもが２人以上

いる場合その他前２項の規定による保育料の軽

減措置の取扱いについては、区長が別に定める。 

５ 第２項における最年長の児童が２人以上いる

場合、第３項における支給認定子どもが最年長で

あり、かつ、２人以上いる場合及び前項第１号に

おける支給認定子どもが２人以上いる場合の取

扱いについては、区長が別に定める。 

第５条～第９条 （略） 第５条～第９条 （略） 

（保育サービスに係る利用者負担額の適正化の

ための措置） 

（保育サービスに係る利用者負担額の適正化の

ための措置） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 前項の補助に係る児童１人当たりの月額は、次

の各号に掲げる額のうちいずれか低い額から、当

該児童について法第２４条第１項に規定する保

育所における保育を行ったならば徴収すること

となる保育料の月額（前項の保護者が子ども・子

２ 前項の補助に係る児童１人当たりの月額は、次

の各号に掲げる額のうちいずれか低い額から、当

該児童について法第２４条第１項に規定する保

育所における保育を行ったならば徴収すること

となる保育料の月額を控除して得た額とする。た



5/15 

育て支援法第３０条の４第２号又は第３号に掲

げる小学校就学前子どもに係る同法第３０条の

５第３項に規定する施設等利用給付認定保護者

の場合にあっては、同法第３０条の１１第１項の

規定により当該施設等利用給付認定保護者が支

給を受けた同項の施設等利用費の月額）を控除し

て得た額とする。ただし、当該控除して得た額に

１，０００円未満の端数が生じたときは、これを

切り捨てた額とする。 

だし、当該控除して得た額に１，０００円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨てた額とす

る。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

３ （略） ３ （略） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 保育料徴収基準（保育標準時間認定）  保育料徴収基準 

各月初日における世帯

の階層区分 

基準月額（円） 

階層

区分 

定義 

Ａ 生活保護法（昭和

２５年法律第１４

４号）による被保

護世帯（単給世帯

を含む。）及び中

国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並

びに永住帰国した

中国残留邦人等及

び特定配偶者の自

立の支援に関する

法律（平成６年法

律第３０号）によ

る支援給付受給世

帯 

 

０ 

Ｂ 現年度分の市町村

民税非課税世帯 

０ 

Ｃ１ 現年度分の市町村

民税のうちの均等

割課税額のみの世

帯（所得割非課税

１，９００ 

各月初日における世帯

の階層区分 

基準額（月額） 

階層

区分 

定義 ３歳未満

児の場合 

３歳児の

場合 

４歳以上

児の場合 

    円 円 円 

Ａ 生活保護法（昭和

２５年法律第１４

４号）による被保

護世帯（単給世帯

を含む。）及び中

国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並

びに永住帰国した

中国残留邦人等及

び特定配偶者の自

立の支援に関する

法律（平成６年法

律第３０号）によ

る支援給付受給世

帯 

０ ０ ０ 

Ｂ 現年度分の市町村

民税非課税世帯 

０ ０ ０ 

Ｃ１ 現年度分の市町村

民税のうちの均等

割課税額のみの世

帯（所得割非課税

１，９０

０ 

１，３０

０ 

１，３０

０ 



6/15 

世帯） 

Ｃ２ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２４，

３００円未満の世

帯 

２，４００ 

Ｃ３ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２４，

３００円以上４

８，６００円未満

の世帯 

３，１００ 

Ｃ４ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４８，

６００円以上５

１，０００円未満

の世帯 

６，７００ 

Ｃ５ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５１，

０００円以上５

３，０００円未満

の世帯 

８，３００ 

Ｃ６ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５３，

０００円以上５

５，０００円未満

の世帯 

９，４００ 

Ｃ７ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５５，

０００円以上７

７，１０１円未満

の世帯 

１５，４００ 

Ｃ８ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７７，

１０１円以上７

９，０００円未満

の世帯 

１９，１００ 

世帯） 

Ｃ２ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２４，

３００円未満の世

帯 

２，４０

０ 

２，００

０ 

２，００

０ 

Ｃ３ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２４，

３００円以上４

８，６００円未満

の世帯 

３，１０

０ 

２，７０

０ 

２，６０

０ 

Ｃ４ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４８，

６００円以上５

１，０００円未満

の世帯 

６，７０

０ 

５，６０

０ 

５，６０

０ 

Ｃ５ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５１，

０００円以上５

３，０００円未満

の世帯 

８，３０

０ 

７，３０

０ 

７，２０

０ 

Ｃ６ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５３，

０００円以上５

５，０００円未満

の世帯 

９，４０

０ 

９，３０

０ 

９，２０

０ 

Ｃ７ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５５，

０００円以上７

７，１０１円未満

の世帯 

１５，４

００ 

１０，９

００ 

１０，８

００ 

Ｃ８ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７７，

１０１円以上７

９，０００円未満

の世帯 

１９，１

００ 

１２，７

００ 

１２，６

００ 
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Ｃ９ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７９，

０００円以上９

７，０００円未満

の世帯 

２１，５００ 

Ｃ１

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が９７，

０００円以上１１

５，０００円未満

の世帯 

２３，６００ 

Ｃ１

１ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１１

５，０００円以上

１３３，０００円

未満の世帯 

２５，５００ 

Ｃ１

２ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１３

３，０００円以上

１６１，０００円

未満の世帯 

２７，５００ 

Ｃ１

３ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１６

１，０００円以上

１９０，０００円

未満の世帯 

２９，２００ 

Ｃ１

４ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１９

０，０００円以上

２１１，０００円

未満の世帯 

３１，０００ 

Ｃ１

５ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２１

１，０００円以上

２３１，０００円

未満の世帯 

３２，５００ 

Ｃ９ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７９，

０００円以上９

７，０００円未満

の世帯 

２１，５

００ 

１４，３

００ 

１４，２

００ 

Ｃ１

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が９７，

０００円以上１１

５，０００円未満

の世帯 

２３，６

００ 

１５，８

００ 

１５，７

００ 

Ｃ１

１ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１１

５，０００円以上

１３３，０００円

未満の世帯 

２５，５

００ 

１７，０

００ 

１６，９

００ 

Ｃ１

２ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１３

３，０００円以上

１６１，０００円

未満の世帯 

２７，５

００ 

１８，２

００ 

１８，０

００ 

Ｃ１

３ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１６

１，０００円以上

１９０，０００円

未満の世帯 

２９，２

００ 

１９，５

００ 

１８，２

００ 

Ｃ１

４ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１９

０，０００円以上

２１１，０００円

未満の世帯 

３１，０

００ 

２０，７

００ 

１８，４

００ 

Ｃ１

５ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２１

１，０００円以上

２３１，０００円

未満の世帯 

３２，５

００ 

２１，６

００ 

１８，６

００ 
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Ｃ１

６ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２３

１，０００円以上

２５２，０００円

未満の世帯 

３４，２００ 

Ｃ１

７ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２５

２，０００円以上

２７３，０００円

未満の世帯 

３５，７００ 

Ｃ１

８ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２７

３，０００円以上

２９２，０００円

未満の世帯 

３７，２００ 

Ｃ１

９ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２９

２，０００円以上

３０３，０００円

未満の世帯 

３８，５００ 

Ｃ２

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３０

３，０００円以上

３１５，０００円

未満の世帯 

４０，０００ 

Ｃ２

１ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３１

５，０００円以上

３４２，０００円

未満の世帯 

４３，４００ 

Ｃ２

２ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３４

２，０００円以上

３７０，０００円

未満の世帯 

４６，１００ 

Ｃ１

６ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２３

１，０００円以上

２５２，０００円

未満の世帯 

３４，２

００ 

２２，６

００ 

１８，８

００ 

Ｃ１

７ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２５

２，０００円以上

２７３，０００円

未満の世帯 

３５，７

００ 

２２，９

００ 

１９，０

００ 

Ｃ１

８ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２７

３，０００円以上

２９２，０００円

未満の世帯 

３７，２

００ 

２３，２

００ 

１９，２

００ 

Ｃ１

９ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２９

２，０００円以上

３０３，０００円

未満の世帯 

３８，５

００ 

２３，５

００ 

１９，４

００ 

Ｃ２

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３０

３，０００円以上

３１５，０００円

未満の世帯 

４０，０

００ 

２３，８

００ 

１９，６

００ 

Ｃ２

１ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３１

５，０００円以上

３４２，０００円

未満の世帯 

４３，４

００ 

２４，１

００ 

１９，８

００ 

Ｃ２

２ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３４

２，０００円以上

３７０，０００円

未満の世帯 

４６，１

００ 

２４，４

００ 

２０，０

００ 
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Ｃ２

３ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３７

０，０００円以上

３９７，０００円

未満の世帯 

４８，９００ 

Ｃ２

４ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３９

７，０００円以上

４２５，０００円

未満の世帯 

５１，３００ 

Ｃ２

５ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４２

５，０００円以上

４８２，０００円

未満の世帯 

５３，７００ 

Ｃ２

６ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４８

２，０００円以上

６１５，０００円

未満の世帯 

５７，５００ 

Ｃ２

７ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が６１

５，０００円以上

７８６，０００円

未満の世帯 

６１，８００ 

Ｃ２

８ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７８

６，０００円以上

９０８，０００円

未満の世帯 

６６，１００ 

Ｃ２

９ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が９０

８，０００円以上

１，０３１，００

０円未満の世帯 

７０，４００ 

Ｃ２

３ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３７

０，０００円以上

３９７，０００円

未満の世帯 

４８，９

００ 

２４，７

００ 

２０，２

００ 

Ｃ２

４ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３９

７，０００円以上

４２５，０００円

未満の世帯 

５１，３

００ 

２５，０

００ 

２０，４

００ 

Ｃ２

５ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４２

５，０００円以上

４８２，０００円

未満の世帯 

５３，７

００ 

２５，３

００ 

２０，６

００ 

Ｃ２

６ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４８

２，０００円以上

６１５，０００円

未満の世帯 

５７，５

００ 

２５，６

００ 

２０，８

００ 

Ｃ２

７ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が６１

５，０００円以上

７８６，０００円

未満の世帯 

６１，８

００ 

２７，１

００ 

２１，８

００ 

Ｃ２

８ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７８

６，０００円以上

９０８，０００円

未満の世帯 

６６，１

００ 

２８，６

００ 

２２，８

００ 

Ｃ２

９ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が９０

８，０００円以上

１，０３１，００

０円未満の世帯 

７０，４

００ 

３０，１

００ 

２３，８

００ 
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Ｃ３

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１，０

３１，０００円以

上の世帯 

７４，７００ 

 

Ｃ３

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１，０

３１，０００円以

上の世帯 

７４，７

００ 

３１，６

００ 

２４，８

００ 

 

備考 備考 

１～４ （略） １～４ （略） 

 ５ ３歳児又は３歳未満児として保育所にお

ける保育の利用を開始した児童については、

当該年度中は同一年齢とみなしてこの表を

適用する。 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

 保育料徴収基準（保育短時間認定）  保育料徴収基準 

各月初日における世帯

の階層区分 

基準月額（円） 

階層

区分 

定義 

Ａ 生活保護法による

被保護世帯（単給

世帯を含む。）及

び中国残留邦人等

の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国

した中国残留邦人

等及び特定配偶者

の自立の支援に関

する法律による支

援給付受給世帯 

 

０ 

Ｂ 現年度分の市町村

民税非課税世帯 

０ 

Ｃ１ 現年度分の市町村

民税のうちの均等

割課税額のみの世

帯（所得割非課税

世帯） 

１，８００ 

Ｃ２ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２４，

３００円未満の世

帯 

２，３００ 

各月初日における世帯

の階層区分 

基準額（月額） 

階層

区分 

定義 ３歳未満

児の場合 

３歳児の

場合 

４歳以上

児の場合 

    円 円 円 

Ａ 生活保護法による

被保護世帯（単給

世帯を含む。）及

び中国残留邦人等

の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国

した中国残留邦人

等及び特定配偶者

の自立の支援に関

する法律による支

援給付受給世帯 

０ ０ ０ 

Ｂ 現年度分の市町村

民税非課税世帯 

０ ０ ０ 

Ｃ１ 現年度分の市町村

民税のうちの均等

割課税額のみの世

帯（所得割非課税

世帯） 

１，８０

０ 

１，２０

０ 

１，２０

０ 

Ｃ２ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２４，

３００円未満の世

帯 

２，３０

０ 

１，９０

０ 

１，９０

０ 
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Ｃ３ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２４，

３００円以上４

８，６００円未満

の世帯 

３，０００ 

Ｃ４ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４８，

６００円以上５

１，０００円未満

の世帯 

６，５００ 

Ｃ５ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５１，

０００円以上５

３，０００円未満

の世帯 

８，１００ 

Ｃ６ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５３，

０００円以上５

５，０００円未満

の世帯 

９，２００ 

Ｃ７ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５５，

０００円以上７

７，１０１円未満

の世帯 

１５，１００ 

Ｃ８ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７７，

１０１円以上７

９，０００円未満

の世帯 

１８，７００ 

Ｃ９ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７９，

０００円以上９

７，０００円未満

の世帯 

２１，１００ 

Ｃ３ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２４，

３００円以上４

８，６００円未満

の世帯 

３，００

０ 

２，６０

０ 

２，５０

０ 

Ｃ４ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４８，

６００円以上５

１，０００円未満

の世帯 

６，５０

０ 

５，５０

０ 

５，５０

０ 

Ｃ５ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５１，

０００円以上５

３，０００円未満

の世帯 

８，１０

０ 

７，１０

０ 

７，００

０ 

Ｃ６ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５３，

０００円以上５

５，０００円未満

の世帯 

９，２０

０ 

９，１０

０ 

９，００

０ 

Ｃ７ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が５５，

０００円以上７

７，１０１円未満

の世帯 

１５，１

００ 

１０，７

００ 

１０，６

００ 

Ｃ８ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７７，

１０１円以上７

９，０００円未満

の世帯 

１８，７

００ 

１２，４

００ 

１２，３

００ 

Ｃ９ 現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７９，

０００円以上９

７，０００円未満

の世帯 

２１，１

００ 

１４，０

００ 

１３，９

００ 
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Ｃ１

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が９７，

０００円以上１１

５，０００円未満

の世帯 

２３，１００ 

Ｃ１

１ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１１

５，０００円以上

１３３，０００円

未満の世帯 

２５，０００ 

Ｃ１

２ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１３

３，０００円以上

１６１，０００円

未満の世帯 

２７，０００ 

Ｃ１

３ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１６

１，０００円以上

１９０，０００円

未満の世帯 

２８，７００ 

Ｃ１

４ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１９

０，０００円以上

２１１，０００円

未満の世帯 

３０，４００ 

Ｃ１

５ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２１

１，０００円以上

２３１，０００円

未満の世帯 

３１，９００ 

Ｃ１

６ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２３

１，０００円以上

２５２，０００円

未満の世帯 

３３，６００ 

Ｃ１

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が９７，

０００円以上１１

５，０００円未満

の世帯 

２３，１

００ 

１５，５

００ 

１５，４

００ 

Ｃ１

１ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１１

５，０００円以上

１３３，０００円

未満の世帯 

２５，０

００ 

１６，７

００ 

１６，６

００ 

Ｃ１

２ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１３

３，０００円以上

１６１，０００円

未満の世帯 

２７，０

００ 

１７，８

００ 

１７，６

００ 

Ｃ１

３ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１６

１，０００円以上

１９０，０００円

未満の世帯 

２８，７

００ 

１９，１

００ 

１７，８

００ 

Ｃ１

４ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１９

０，０００円以上

２１１，０００円

未満の世帯 

３０，４

００ 

２０，３

００ 

１８，０

００ 

Ｃ１

５ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２１

１，０００円以上

２３１，０００円

未満の世帯 

３１，９

００ 

２１，２

００ 

１８，２

００ 

Ｃ１

６ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２３

１，０００円以上

２５２，０００円

未満の世帯 

３３，６

００ 

２２，２

００ 

１８，４

００ 
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Ｃ１

７ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２５

２，０００円以上

２７３，０００円

未満の世帯 

３５，０００ 

Ｃ１

８ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２７

３，０００円以上

２９２，０００円

未満の世帯 

３６，５００ 

Ｃ１

９ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２９

２，０００円以上

３０３，０００円

未満の世帯 

３７，８００ 

Ｃ２

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３０

３，０００円以上

３１５，０００円

未満の世帯 

３９，３００ 

Ｃ２

１ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３１

５，０００円以上

３４２，０００円

未満の世帯 

４２，６００ 

Ｃ２

２ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３４

２，０００円以上

３７０，０００円

未満の世帯 

４５，３００ 

Ｃ２

３ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３７

０，０００円以上

３９７，０００円

未満の世帯 

４８，０００ 

Ｃ１

７ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２５

２，０００円以上

２７３，０００円

未満の世帯 

３５，０

００ 

２２，５

００ 

１８，６

００ 

Ｃ１

８ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２７

３，０００円以上

２９２，０００円

未満の世帯 

３６，５

００ 

２２，８

００ 

１８，８

００ 

Ｃ１

９ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が２９

２，０００円以上

３０３，０００円

未満の世帯 

３７，８

００ 

２３，１

００ 

１９，０

００ 

Ｃ２

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３０

３，０００円以上

３１５，０００円

未満の世帯 

３９，３

００ 

２３，３

００ 

１９，２

００ 

Ｃ２

１ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３１

５，０００円以上

３４２，０００円

未満の世帯 

４２，６

００ 

２３，６

００ 

１９，４

００ 

Ｃ２

２ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３４

２，０００円以上

３７０，０００円

未満の世帯 

４５，３

００ 

２３，９

００ 

１９，６

００ 

Ｃ２

３ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３７

０，０００円以上

３９７，０００円

未満の世帯 

４８，０

００ 

２４，２

００ 

１９，８

００ 
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Ｃ２

４ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３９

７，０００円以上

４２５，０００円

未満の世帯 

５０，４００ 

Ｃ２

５ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４２

５，０００円以上

４８２，０００円

未満の世帯 

５２，７００ 

Ｃ２

６ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４８

２，０００円以上

６１５，０００円

未満の世帯 

５６，５００ 

Ｃ２

７ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が６１

５，０００円以上

７８６，０００円

未満の世帯 

６０，７００ 

Ｃ２

８ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７８

６，０００円以上

９０８，０００円

未満の世帯 

６４，９００ 

Ｃ２

９ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が９０

８，０００円以上

１，０３１，００

０円未満の世帯 

６９，２００ 

Ｃ３

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１，０

３１，０００円以

上の世帯 

７３，４００ 

 

Ｃ２

４ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が３９

７，０００円以上

４２５，０００円

未満の世帯 

５０，４

００ 

２４，５

００ 

２０，０

００ 

Ｃ２

５ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４２

５，０００円以上

４８２，０００円

未満の世帯 

５２，７

００ 

２４，８

００ 

２０，２

００ 

Ｃ２

６ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が４８

２，０００円以上

６１５，０００円

未満の世帯 

５６，５

００ 

２５，１

００ 

２０，４

００ 

Ｃ２

７ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が６１

５，０００円以上

７８６，０００円

未満の世帯 

６０，７

００ 

２６，６

００ 

２１，４

００ 

Ｃ２

８ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が７８

６，０００円以上

９０８，０００円

未満の世帯 

６４，９

００ 

２８，１

００ 

２２，４

００ 

Ｃ２

９ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が９０

８，０００円以上

１，０３１，００

０円未満の世帯 

６９，２

００ 

２９，５

００ 

２３，３

００ 

Ｃ３

０ 

現年度分の市町村

民税のうちの所得

割課税額が１，０

３１，０００円以

上の世帯 

７３，４

００ 

３１，０

００ 

２４，３

００ 

 

備考 備考 
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１～４ （略） １～４ （略） 

 ５ ３歳児又は３歳未満児として保育所にお

ける保育の利用を開始した児童については、

当該年度中は同一年齢とみなしてこの表を

適用する。 

別表第３ （略） 別表第３ （略） 

  

   附 則  

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。  

２ 改正後の中野区保育所保育料等の徴収等に関す

る条例の規定は、令和元年１０月１日以後の保育

所の利用に係る保育料及び保育サービスに係る利

用者負担額の適正化のための措置に係る補助につ

いて適用し、同日前の保育所の利用に係る保育料

及び保育サービスに係る利用者負担額の適正化の

ための措置に係る補助については、なお従前の例

による。 

 

 


